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組合 Q ＆ A
Ｑ
＝
先
日
、
決
算
関
係
書
類
を
中
央
会

に
提
出
し
た
の
で
す
が
、
財
産
目
録
と

剰
余
金
処
分
案
を
提
出
し
て
ほ
し
い
と

の
指
摘
を
受
け
ま
し
た
。
添
付
書
類
の

内
容
に
何
か
に
不
備
が
あ
っ
た
の
で

し
ょ
う
か
。

Ａ
＝
組
合
か
ら
提
出
さ
れ
た
認
可
行
政

庁
へ
の
決
算
関
係
書
類
を
拝
見
し
ま
す

と
、
財
産
目
録
を
作
成
し
て
い
な
い
組

合
や
剰
余
金
処
分
（
又
は
損
失
の
処
理

の
方
法
）
を
記
載
し
た
書
面
の
代
わ
り

に
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
を
添
付
し

て
い
る
組
合
を
散
見
し
ま
す
。

　

ま
ず
、
組
合
と
会
社
の
違
い
に
つ
い

て
で
す
が
、
一
例
と
し
て
、
組
合
は
会

社
と
違
い
、
無
制
限
の
配
当
は
あ
り
ま

せ
ん
。
組
合
の
目
的
は
利
益
を
追
求
す

る
こ
と
で
は
な
く
、
組
合
の
事
業
を
組

合
員
が
利
用
す
る
こ
と
が
目
的
で
す
。

こ
の
よ
う
に
目
的
が
違
う
た
め
、
開
示

す
る
会
計
情
報
も
変
わ
っ
て
き
ま
す
し
、

組
合
独
特
の
会
計
処
理
も
あ
る
な
ど
、

組
合
法
の
決
算
関
係
書
類
と
会
社
法
の

決
算
関
係
書
類
で
は
違
い
が
あ
り
ま
す
。

　

さ
て
、
中
小
企
業
等
協
同
組
合
法
第

40
条
第
２
項
に
は
「
組
合
は
、
主
務
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
各
事
業

年
度
に
係
る
財
産
目
録
、
貸
借
対
照
表
、

損
益
計
算
書
、
剰
余
金
処
分
案
又
は
損

失
処
理
案
（
以
下
「
決
算
関
係
書
類
」

と
い
う
。）
及
び
事
業
報
告
書
を
作
成
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」
と
定
め
ら
れ
、

組
合
に
は
財
産
目
録
を
作
成
す
る
義
務

が
課
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、

省
略
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。（
※
財

産
目
録
の
様
式
例
や
作
成
方
法
に
つ
い

て
は
本
会
ま
で
ご
相
談
下
さ
い
。）

　

次
に
剰
余
金
処
分
に
つ
い
て
で
す
が
、 

06
年
か
ら
の
新
会
社
法
で
は
利
益
処
分

は
決
算
の
確
定
と
は
無
関
係
と
な
り
、

し
た
が
っ
て
利
益
処
分
案
と
い
う
制
度

は
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
例

え
ば
株
主
配
当
は
期
中
の
臨
時
株
主
総

会
で
も
決
議
で
き
る
よ
う
に
な
り
（
利

益
処
分
計
算
書
の
廃
止
）、
一
会
計
期
間

に
お
け
る
純
資
産
の
部
の
変
動
状
況
を

表
す
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
（
会
社

計
算
規
則
第
127
条
）
の
作
成
が
新
た
に

義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
中
小
企
業
等
協
同
組
合
法

で
は
、
従
来
ど
お
り
に
利
益
処
分
は
通

常
総
会
で
行
い
ま
す
の
で
、
剰
余
金
処

分
案
を
作
成
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
最
近
の
市
販
会
計
ソ
フ
ト
は
、
会
社
法

に
よ
る
決
算
関
係
書
類
を
前
提
に
作
っ

て
あ
り
、
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
が

作
成
さ
れ
ま
す
の
で
、
組
合
で
別
に
剰

余
金
処
分
案
や
財
産
目
録
を
作
成
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。）

　

と
こ
ろ
で
、
剰
余
金
処
分
に
関
す
る

注
意
点
で
す
が
、
組
合
の
定
款
を
ご
覧

い
た
だ
く
と
、
利
益
準
備
金
と
特
別
積

立
金
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
当
期
純
利
益

金
額
の
10
分
の
１
以
上
を
積
み
立
て
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
書
か
れ
て
い
な
い

で
し
ょ
う
か
。
そ
の
利
益
準
備
金
は
出

資
総
額
の
１
／
２
ま
で
（
定
款
に
よ
っ
て

は
出
資
額
総
額
ま
で
）、
特
別
積
立
金
は

出
資
総
額
ま
で
積
み
立
て
て
、
損
失
の

て
ん
補
に
充
て
る
場
合
を
除
い
て
切
り

崩
し
て
は
な
ら
な
い
と
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
そ
れ
以
外
に
定
款
に
は
法
定
繰

越
金
と
し
て
、
当
期
純
利
益
金
額
の
１

／
20
以
上
を
翌
期
に
繰
り
越
す
よ
う
に

定
め
て
あ
り
ま
す
。
法
定
繰
越
金
と
は

翌
期
に
教
育
情
報
事
業
の
た
め
だ
け
に

使
用
す
る
も
の
で
、
他
の
積
立
金
の
よ
う

に
毎
年
積
み
増
し
で
き
る
も
の
で
な
く
、

損
失
の
て
ん
補
に
充
て
る
こ
と
も
で
き

ま
せ
ん
。
こ
れ
ら
の
積
み
立
て
や
繰
越

金
の
計
上
は
、
剰
余
金
処
分
で
行
い
ま

す
。
そ
し
て
、
こ
れ
ら
を
計
上
後
、
組

合
員
に
配
当
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

剰
余
金
処
分
案
を
作
成
す
る
に
あ

た
っ
て
は
、
あ
ら
た
め
て
組
合
の
定
款

を
ご
確
認
い
た
だ
き
、
定
款
に
定
め
ら

れ
た
と
お
り
に
利
益
準
備
金
、
特
別
積

立
金
、
法
定
繰
越
金
の
処
理
を
忘
れ
ず

に
行
っ
て
下
さ
い
。

◎
ご
相
談
は
本
会
設
立
相
談
室
ま
で

　
（
℡ 

０
４
３
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６
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３
２
８
５
）

組
合
Ｑ
＆
Ａ

財
産
目
録
と
剰
余
金
処
分
（
又

は
損
失
処
理
）
案
に
つ
い
て

法
務
局
か
ら
の
お
知
ら
せ

　

平
成
23
年
７
月
25
日
（
月
）
か
ら
、

千
葉
地
方
法
務
局
茂
原
支
局
及
び
東
金

出
張
所
で
取
り
扱
っ
て
い
る
商
業
・
法

人
登
記
事
務
は
、本
局
法
人
登
記
部
門

に
お
い
て
取
り
扱
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
会
社
や
法
人
の
登
記
に
関
す

る
登
記
事
項
証
明
書
・
印
鑑
証
明
書
の

交
付
事
務
（
登
記
時
効
用
役
所
の
交
付

事
務
は
除
く
。）、
印
鑑
カ
ー
ド
に
関
す

る
事
務
及
び
電
子
認
証
に
関
す
る
事
務

（
電
子
証
明
書
の
発
行
事
務
等
）
に
つ

き
ま
し
て
は
、
引
き
続
き
茂
原
支
局
及

び
東
金
出
張
所
で
も
取
り
扱
い
ま
す
の

で
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

◎�

詳
細
は
千
葉
地
方
法
務
局
総
務
課
ま

で
お
問
合
せ
下
さ
い
。
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）




